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A．研究目的 

 子どもの受動喫煙防止は健やか親子２１（第

２次）の基盤課題 A「切れ目ない妊産婦・乳幼

児への保健対策」の中に掲げられ、育児期間中

の両親の喫煙率を 10 年後までに半減させると

いう目標が設定されている。これを達成するた

めには両親への禁煙指導だけでなく子どもを

取り巻く環境全体への働きかけが必要であり、

その効果的なアプローチを考えるためのエビ

デンスが求められている。そこで本報告書では、

乳幼児の受動喫煙の主な曝露場所である家庭

に焦点を当て、両親を取り巻く喫煙に関する規

範や家族の喫煙行動などの影響について分担

研究者らが関わった研究を紹介する。 

受動喫煙への曝露は、子どもたち、特に乳幼

児の呼吸器疾患や突然死症候群のリスクを上

げることが知られている。そして子どもの受動

喫煙曝露を減らすための自宅内禁煙が国内外

で促進されている。また、教育年数や収入が低

いなど社会経済的に不利な立場に置かれてい

る親ほど自宅内で喫煙する傾向があり 1-2）、子

どもの受動喫煙曝露の格差を縮小させる具体

的な対策が求められている。先行研究では、自

宅内で喫煙する親は周囲に喫煙者が多く喫煙

を容認する規範を持ち、受動喫煙の知識や社会

的支援が不足し、また精神的ストレスが大きい

ことが分かっている 3-4）。特に喫煙者のもつ喫

煙規範は、社会経済的要因と禁煙成功との関連

を媒介する要因であり、喫煙者の喫煙規範を変

化させるたばこ対策の重要性が指摘されてい

る 5）。しかし、親の社会経済的要因がこれら喫

煙規範を経由して自宅内喫煙と関連している

かどうかは十分に調べられていない。教育年数

や収入が低い親を対象とした効果的な子ども

の受動喫煙防止対策のエビデンスとしては未

だ不十分である。 

子どもの受動喫煙防止には両親への禁煙指導だけでなく子どもを取り巻く環境全体への働き

かけが必要と考えられる。これに資するエビデンスとして、分担研究者らが関与した、関連する

研究を紹介する。親の教育年数と自宅内喫煙との関係を喫煙に関する規範が媒介するかを検証

した。6歳以下の自身の子どもと同居中の喫煙者を対象としたインターネット調査により、教育

年数・自宅内喫煙の有無・2つの喫煙規範（「周囲の予測喫煙率」と「周囲の喫煙容認度」）・2つ

の環境要因（同居家族の喫煙、職場における受動喫煙防止対策）を評価した。教育年数と自宅内

喫煙との関係を「周囲の予測喫煙率」と「周囲の喫煙容認度」がそれぞれ父親は 28.5％、9.8％、

母親は 37.6％、26.6％媒介していた。さらに父親においてのみ、同居家族の喫煙および職場に

おける受動喫煙防止対策が教育年数と予測喫煙率および喫煙容認度との関係を媒介し、影響を

与えていた。職場における受動喫煙対策の支援などによって喫煙規範を変化させることが、自宅

内喫煙率の低下ひいては乳幼児の受動喫煙格差の縮小に寄与する可能性が示唆された。 
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そこで本研究では、親の教育年数と自宅内喫

煙との関係を喫煙規範が媒介するという仮説

モデルを検証する事を目的とした。 

 

B．研究方法 

1．研究対象者 

 6 歳以下の自身の子どもと同居し、かつ、

現在喫煙している父親（20－59 歳） 

 6 歳以下の自身の子どもと同居し、かつ、

現在喫煙している母親（20－49 歳） 

 

2．データ収集 

2014 年 9 月、日本最大のインターネット調

査会社の男性モニター92 万人、女性モニター

120 万人を対象に、便宜的標本抽出法を用いて

データを収集した。まず、参加同意があり、年

齢が対象基準と一致する 6 歳以下の子どもを

もつ男女を無作為に抽出し、次にスクリーニン

グ調査にて現在喫煙者に絞った中から無作為

に抽出した男女各 1,120 人を本調査の対象と

した。回答のあったもののうち、回答時間が早

すぎるなどの不適切な回答者を除き、最終的に

男性 822 人（回答率 73％）、女性 823 人（回答

率 74％）を分析対象とした。 

 

3．変数 

1）目的変数 

 自宅内喫煙（週に 1度以上、自宅室内で喫

煙する） 

 

2）説明変数 

 教育年数 

 

3）媒介変数 

 喫煙規範 6） 

（1）周囲の予測喫煙率（descriptive norms） 

「あなたの友人の喫煙率はどのくらいだと

思いますか？」「平均的な日本人同性の喫煙率

はどのくらいだと思いますか？」といった 6項

目について、0％=0, 0-20％=1, 20-40％=3, 

40-60％=5, 60-80％=7, 80-100％=9, 100％

=10 として平均得点を計算。 

 

（2）周囲の喫煙容認度（subjective norms） 

「あなたの友人は、あなたが喫煙することを

賛成していると思いますか？」「あなたの友人

は、あなたがあなたの自宅内で喫煙することを

賛成していると思いますか？」といった 8項目

について、全くそう思わない=1～非常にそう思

う=5として平均得点を計算。 

 

上記 2 つの喫煙規範に影響を与える変数とし

て、以下の 2つを仮定した。 

 同居家族の喫煙の有無 

同居家族のうち、現在喫煙する者の人数によ

って、0人、1人、2人以上の 3分類とした。 

 職場における受動喫煙防止対策の有無 

 職場内における受動喫煙防止対策が、建物内

全面禁煙、または部分禁煙の場合を対策ありと

した。 

 

4）交絡変数 

年齢・婚姻状況・子どもの年齢・子どもの喘

息既往の有無 

 

4．統計解析 

M-plus を用いて男女別に共分散構造分析を

行い、以下の 2つの仮説を検証した。 

 

1）父親母親ともに教育年数の短い親ほど自宅

内で喫煙をしており、その関連を、「周囲の

予測喫煙率」→「周囲の喫煙容認度」が媒

介する。 

2）「周囲の予測喫煙率」と「周囲の喫煙容認度」
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は、同居家族が喫煙していると正の影響、

また、受動喫煙防止対策がなされている職

場に勤務している（有職者に限定）と負の

影響を受ける。 

 

 さらに媒介分析を行い、教育年数が短い親ほ

ど自宅内での喫煙が多いという関係を「周囲の

予測喫煙率」や「周囲の喫煙容認度」、あるい

はそれらに影響を及ぼす環境要因が何％説明

するかを計算した。 

 

（倫理面への配慮） 

研究対象者に対して、研究の意義、目的・方

法、予想される結果、負担等を十分に説明した

うえで、自由意思による同意を得た者のみを対

象とした。未成年者である 10 代の親は選択基

準から除外している。本研究は東京大学医学部

倫理委員会の承認を得てから実施した。 

 

C．研究結果 

対象者の自宅内喫煙の割合は父親が 35.9％

（295 名）、母親が 64.0％（527 名）であった。

（表 1）仮説の通り、父親母親ともに教育年数

の短い親ほど自宅内で喫煙をしており、「周囲

の予測喫煙率」は、教育年数による自宅内喫煙

格差を父親は 29％、母親は 38％説明していた。

「周囲の喫煙容認度」は同様に 10％、26％説明

していた。（図 1-2） 

さらに 2つの喫煙規範は、父親においてのみ

同居家族の喫煙から正の影響を受け、有職者の

親に限定したモデルにおいても父親において

のみ職場の受動喫煙防止対策から負の影響を

受けていた。 

 

D．考察 

 本研究により「周囲の予測喫煙率」と「周囲

の喫煙容認度」という 2つの喫煙規範が、教育

年数の短い親ほど自宅内での喫煙が多いとい

う関係を媒介していることが明らかになった。 

教育年数や所得と喫煙には強い関連が知られ

ており、本研究結果から、教育年数が短く喫煙

している親の周囲にはそうでない親に比べて

より喫煙者が多く、自身の喫煙が周囲に認めら

れていると感じやすいため、より自宅内で喫煙

するというパスの存在が示唆された。 

また父親においてのみ、2つの喫煙規範（「周

囲の予測喫煙率」「周囲の喫煙容認度」）が 2つ

の環境要因、つまり同居家族の喫煙から正の影

響を受け、有職者の親に限定したモデルにおい

ては職場の受動喫煙防止対策から負の影響を

受けていた。この影響の男女差は、喫煙規範に

影響を与える源の違いから説明できるかもし

れない。つまり母親の喫煙規範は、プライベー

トの友人、また喫煙する母親であることに対す

るより広い世間からのスティグマなどからの

影響をより強く受けており、今回測定した家族

および職場という 2 つの環境要因が喫煙規範

に与える影響は、父親のみでみられた可能性が

ある。 

 

E．結論 

 現在喫煙している親のうち、教育年数の短い

親ほど自宅内での喫煙が多いという関係を、

「周囲の予測喫煙率」と「周囲の喫煙容認度」

がそれぞれ父親は 28.5％、9.8％、母親は

37.6％、26.6％媒介していた。さらに、父親に

おいてのみ、同居家族の喫煙および職場におけ

る受動喫煙防止対策が教育年数と予測喫煙率

および喫煙容認度との関係を媒介し、影響を与

えていた。 

従って、社会経済的に不利な立場におかれて

いる父親に対する同居家族も巻き込んだ世帯

単位での家庭内禁煙実施の支援や、ブルーカラ

ーの職場における受動喫煙対策支援などが、こ
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うした親たちの自宅内喫煙率を低下させ、ひい

ては、乳幼児の受動喫煙格差を縮小させる可能

性が示唆される。 
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表 1．研究対象者の男女別属性 

 
* p < 0.05,  a）p-value is based on t-test for continuous variables and chi-square test for categorical variables between 
fathers and mothers.



- 159 - 
 

図 1．父親の共分散構造分析の結果 

 以下の 6つが媒介効果のあったパスであり「周囲の予測喫煙率」および「周囲の喫煙容認度」が自

宅内喫煙格差を媒介していた。 

 同居家族の喫煙および有職父親に限定したモデル（省略）における職場の受動喫煙防止対策も、喫

煙規範を介して教育年数による自宅内喫煙格差を媒介していた。 

教育年数⇒同居家族の喫煙⇒自宅内喫煙 [25.7％] 

教育年数⇒周囲の予測喫煙率（descriptive norms）⇒自宅内喫煙 [19.4％] 

教育年数⇒周囲の予測喫煙率（descriptive norms）⇒周囲の喫煙容認度（subjective norms）⇒自宅内喫煙 [5.6％] 

教育年数⇒同居家族の喫煙⇒周囲の予測喫煙率（descriptive norms）⇒自宅内喫煙 [2.8％] 

教育年数⇒同居家族の喫煙⇒周囲の喫煙容認度（subjective norms）⇒自宅内喫煙 [3.5％] 

教育年数⇒同居家族の喫煙⇒周囲の予測喫煙率（descriptive norms）⇒周囲の喫煙容認度（subjective norms）⇒自宅

内喫煙[0.7％]         *[  ]内は、総合効果に対する各間接効果の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2．母親の共分散構造分析の結果 

 以下の 3つが媒介効果のあったパスであり「周囲の予測喫煙率」および「周囲の喫煙容認度」が自

宅内喫煙格差を媒介していた。 

 父親と異なり同居家族の喫煙は教育年数による自宅内喫煙格差を媒介していなかった。有職母親に

限定したモデル（省略）においても、職場の受動喫煙防止対策の媒介効果は認められなかった。 

教育年数⇒周囲の予測喫煙率（descriptive norms）⇒自宅内喫煙 [25.3％] 

教育年数⇒周囲の喫煙容認度（subjective norms）⇒自宅内喫煙 [14.3％] 

教育年数⇒周囲の予測喫煙率（descriptive norms）⇒周囲の喫煙容認度（subjective norms）⇒自宅内喫煙 [12.3％] 

*[  ]内は、総合効果に対する各間接効果の割合

 


